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2022 年 12 月は、米国の経済指標や日米の金融政策の動向に左右される展開となった。上旬は 1 日

に２万 8,266 円をつけたものの、その後は２万 7,000 円台後半で穏やかに推移した。中旬は 13～14

日に開催された米ＦＯＭＣでの 2023 年末政策金利見通しの引き上げや、15 日発表の米小売売上高の

結果から、金融引締めの長期化や景気後退に対する警戒感がやや強まり、日経平均株価は 19日に２万

7,237円まで下落した。その後、20日に日銀が想定外の緩和修正を決定し、為替市場で 1ドル 136円

から 131円まで急速に円高が進んだこともあり、21日には２万 6,387円まで下落した。月末にかけて

は安値圏で推移し、日経平均株価は２万 6,094円で終えた。12月はこのように日経平均株価が推移す

るなか、個人と投資信託が買い越す一方で、海外投資家と信託銀行が売り越した。 

 

 

 

海外投資家 個人 証券会社 投資信託 事業法人 生保・損保 都銀・地銀等 信託銀行
日経平均株価
（円）

202210 3,133 -6,087 -181 -1,581 4,384 -495 736 4,559 27,587.46

202211 11,470 -6,903 -489 -1,532 5,479 -919 -2,316 -4,056 27,968.99
202212 -12,101 6,835 122 8,143 5,148 -1,398 -1,136 -4,794 26,094.50

単位：億円
（億円未満切り捨て）
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図表１ 主な投資部門別売買動向と日経平均株価の推移 

（注）現物は東証・名証の二市場、先物は日経 225先物、日経 225mini、TOPIX先物、ミニ TOPIX先物、
JPX日経 400先物の合計 
（資料）ニッセイ基礎研DBから作成 

2022 年は海外投資家が売り越

し、事業法人が買い越し 
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2022年12月（12月５日～30日）の主な投資部門別売買動向は、投資信託が現物と先物の合計で8,143

億円の買い越しと、最大の買い越し部門であった。個人の資金が背景にある投資信託は、個人同様に

「逆張り」の傾向もあり、特に年末にかけて買われたようだ。 

 

  

 

 

その一方で、海外投資家は、現物と先物の合計で１兆 2,101億円の売り越しと 12月最大の売り越し

部門であった。特に 12月中旬以降は、日米の金融政策を受けて警戒感が強まったことで、第２週から

第４週（12～30日）と３週続けて売り越した。 

 

 

 

  

2022年全体では投資部門別売買動向にはどのような特徴があったのだろうか。図表４は、2022年１

月～12月の年間の投資部門別売買動向を集計した結果である。 

（注）個人と投資信託の現物と先物の合計、月次 

（資料）ニッセイ基礎研DBから作成 

図表３ 海外投資家は中旬以降３週連続売り越し 

（注）海外投資家の現物と先物の合計、週次 
（資料）ニッセイ基礎研DBから作成 

図表２ 投資信託の売買動向推移 
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事業法人が、現物と先物の合計で 5.2兆円の買い越しと、2022年最大の買い越し部門だった。2022

年の上場企業（ＴＯＰＩＸ構成銘柄）の自社株買い設定額は 9.2兆円に達しており、自社株買いの実

施に伴う事業法人の買い越しは今後も続きそうである。対して、海外投資家は、現物と先物の合計で

4.8兆円の売り越しと、2022年最大の売り越し部門だった。海外投資家の売りを事業法人の買いでか

なり吸収していたことが確認できる。 

 

 

  

 

図表５は海外投資家と事業法人の月次の売買動向である。事業法人に比べて海外投資家の月ごとの

売買差額の大きさが目立った。各国の金融政策や経済指標の結果を受けた海外投資家の売買が短期的

な需給要因として目立つ中、自社株買いの実施による事業法人の継続的な買いが需給を支える構図と

なっているようだ。 
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お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保
証するものではありません。また、本誌は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかな
る契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

（注）2022年 1月～12月の現物と先物の合計 
（資料）ニッセイ基礎研DBから作成 

図表５ 海外投資家と事業法人の売買動向推移 

（注）海外投資家と事業法人の現物と先物の合計、月次 
（資料）ニッセイ基礎研DBから作成 

図表４ 2022年投資部門別売買動向 


